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第１編 計画策定の趣旨等 
 

第１章 計画策定の趣旨 

 わが国では、少子高齢化が進行し、総人口が減少を続ける一方で、高齢者の

人口は大幅に増加しており、鹿児島市においても、令和７年10月１日時点で高

齢化率が30％を超えています。 

 令和22（2040）年には団塊ジュニア世代が65歳以上となり、今後においても

高齢化はさらに進行していく見込みです。65歳以上人口の増加と生産年齢人口

の減少に伴い、少ない現役世代で多くの高齢者を支えるという構造が強まる中、

85歳以上の医療・介護ニーズを抱える者や認知症高齢者、ひとり暮らし高齢者

等の増加が見込まれます。 

 このような状況を見据え、高齢者が住み慣れた地域で、その有する能力に応

じて自立した日常生活を営むことができるよう、地域の実情に応じて、2040年

に向けて、医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確保

される地域包括ケアシステムを深化させ、自分らしく健やかに暮らせる安心安

全なまちづくりを推進していく必要があります。 

 こうしたことから本市では、高齢者に関する保健・福祉施策、介護保険施策

及び認知症施策を密接な連携のもと、総合的、体系的に実施していくため、高

齢者保健福祉計画、介護保険事業計画及び認知症オレンジシティかごしま推進

計画を一体的に策定します。 

 

第２章 計画の位置づけ 

１ 計画の法的位置づけ 

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第20条の８に基づく老人居宅生活支援

事業及び老人福祉施設による事業の供給体制の確保に関する計画として策定

します。 

介護保険事業計画は、介護保険法第117条に基づく本市の介護保険事業に

係る保険給付の円滑な実施に関する計画として策定します。 

認知症オレンジシティかごしま推進計画は、共生社会の実現を推進するた

めの認知症基本法第13条に基づく本市の実情に即した認知症施策推進計画と

して策定します。 

 

下線は第９期計画からの 
変更箇所を示しています。 
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第１編 計画策定の趣旨等 

 

 

２ 上位計画・関連計画との関係 

本計画は、将来における本市のあるべき姿と進むべき方向について、基本

的な指針を定めた最上位計画である「鹿児島市総合計画」及び福祉分野の個

別計画の上位計画である「鹿児島市地域福祉計画」との整合性を図った上で

策定します。また、高齢者福祉施策に関連する他の計画との調和を保ちなが

ら本計画の策定を行います。 

 

第３章 計画期間 

本計画は、３年ごとに見直しを行うこととし、令和９年度から令和11年度ま

での３か年を第10期計画の期間とします。 

 

第４章 計画の策定・管理体制と情報の公表 

１ 計画の策定体制 

（１）委員会の設置 

本計画の策定にあたっては、保健、福祉、介護など各部門が連携し、総合

的に課題への対応を検討するため、庁内に「鹿児島市高齢者保健福祉計画、

介護保険事業計画及び認知症オレンジシティかごしま推進計画策定検討・推

進委員会」（以下「検討・推進委員会」という。）を設置し、計画の策定に

向けて検討します。 

また、学識経験者、保健・医療・福祉関係等団体代表及び公募による市民

の代表で構成する「鹿児島市高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画及び認

知症オレンジシティかごしま推進計画策定・管理委員会」（以下「策定・管

理委員会」という。）を設置します。 

（２）県との連携 

本計画の策定に向けては、県との間で課題認識等の共有・意見交換を行う

など、連携しながら取り組みます。 

（３）市民の意見反映 

本市の実情に応じた計画策定に向けて、一般高齢者や要支援・要介護認定

者を対象に高齢者等実態調査（以下、「実態調査」という。）及び認知症の

人やその家族を対象に個別聞き取り調査を実施します。 

また、パブリックコメント手続きを実施し、市民からの意見の把握に努め

ます。 
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第１編 計画策定の趣旨等 

 

 

２ 計画の進行管理体制 

計画の進行管理については、検討・推進委員会において年度ごとに進捗状

況を把握し、その結果を策定・管理委員会へ報告し、助言を受けることとし

ます。 

 

３ 計画の進捗状況把握 

本計画の進捗状況を把握するため、第六次鹿児島市総合計画における基本

施策「高齢化対策の推進」で掲げる目標指標を点検項目として設定します。 

 

４ 計画に関する情報の公表 

地域において、高齢者のニーズに応じたきめ細かなサービスを提供し、そ

の生活を支えていくためには、介護保険をはじめとした保健・福祉などの公

的サービスだけでなく、市民、町内会などの地域団体、ボランティア団体、

ＮＰＯなどの市民活動団体などが協働して、地域の高齢者を支えていく必要

があります。このため、より多くの市民に関心を持っていただけるよう、あ

らゆる機会を通じて計画に関する情報を積極的に公表します。 

 

第５章 ＳＤＧｓとの関連 

 2015年の国連サミットで採択された「ＳＤＧｓ：Sustainable Development 

Goals（持続可能な開発目標）」は、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性

と包摂性のある社会の実現に向けた2030年までの国際目標で、17のゴールと169

のターゲットが掲げられています。 

 本計画においても、ＳＤＧｓのゴールの達成に向け、本市の高齢者福祉を推

進していきます。 
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第２編 本市高齢者を取り巻く現状 

 
 

第２編 本市高齢者を取り巻く現状 
１ 本市の高齢者等の状況と国・県との比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 平成 27 年、令和２年は国勢調査（高齢化率は不詳補完値による。） 
   ２ 令和６年は県統計課「鹿児島県の推計人口」及び総務省統計局「人口推計」 

３ 令和６年の市の高齢化率は人口構成別割合（年齢不詳を含まない。） 
 

２ 要支援・要介護認定者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）１ 令和２年、５年は９月末現在、令和８年は４月末現在 
   ２ 要支援・要介護認定者数には第２号被保険者数を含む 
 

３ 本市の認定率と国・県との比較 

 

  

  

     

  

  

  

  

    

 
（注）１ 厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（各年９月）※令和８年のみ２月 

２ 認定率：要支援・要介護認定者数／第１号被保険者数 

区  分

要支援１ 5,601 人 16.4% 5,947 人 16.8% 6,578 人 17.9%

要支援２ 5,025 人 14.7% 4,744 人 13.4% 4,827 人 13.1%
小計　Ａ

（要支援） 10,626 人 31.1% 10,691 人 30.2% 11,405 人 31.0%

要介護１ 7,680 人 22.4% 8,022 人 22.7% 8,418 人 22.9%

要介護２ 4,392 人 12.8% 4,755 人 13.5% 4,975 人 13.5%

要介護３ 3,939 人 11.5% 3,982 人 11.3% 3,844 人 10.5%

要介護４ 4,110 人 12.0% 4,391 人 12.4% 4,616 人 12.6%

要介護５ 3,500 人 10.2% 3,494 人 9.9% 3,489 人 9.5%
小計　Ｂ

（要介護） 23,621 人 68.9% 24,644 人 69.8% 25,342 人 69.0%

合計（Ａ＋Ｂ） 34,247 人 100.0% 35,335 人 100.0% 36,747 人 100.0%

令和2年 令和5年 令和8年

平成27年 令和２年 令和６年

599,814 593,128 583,061
145,300 158,804 165,192
73,645 80,515 77,545
71,655 78,289 87,647

市 24.7 28.3 30.3
県 29.3 32.5 34.2
国 26.6 28.6 29.3

高齢化率（％）

65～74歳（人）

75歳以上（人）

本市の高齢者等の状況
総人口（人）

65歳以上（人）

- 4 -



第２編 本市高齢者を取り巻く現状 

 
 

     

４ 本市の認知症高齢者等の推移と県との比較 

区 分 平成 28 年度 令和元年度 令和４年度 令和７年度 

市 
65 歳以上(人) 

20,098 

(13.4%) 

21,080 

(13.2%) 

21,882 

(13.4%) 

22,288 

( %) 

65 歳以上人口(人） 149,574 159,917 162,782  

県 
65 歳以上(人) 

62,955 

(12.9%) 

63,880 

(13.2%) 

62,708 

(12.3%) 

61,843 

( %) 

65 歳以上人口(人） 487,610 505,980 511,720  
 

40～64 歳（人） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

市 235 230 214 215 203 

県 662 599 566 584 562 
 
（注）１ 65 歳以上及び 40～64 歳の数は、介護保険の要支援・要介護認定者におけ

る認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ（日常生活に支障を来たすような症状
・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立
できる状態）以上の数（市：認定調査及び主治医意見書から集計、各年度
末（３月末）時点、県：認定調査から集計、各年度 10 月１日時点（県高齢
者生き生き推進課調べ）） 

   ２ 65 歳以上人口は、県統計課「鹿児島県の推計人口」（10 月１日推計人口） 

 

５ 認知症に対する認識 
  

（１）認知症に関して知りたいこと 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）実態調査（複数回答） 
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第２編 本市高齢者を取り巻く現状 

 
 

（２）認知症に関する相談窓口の認知度 
  

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
（注）実態調査（複数回答） 
 

６ 当事者（認知症の人とその家族）の意見 
  

（１）本人への質問：困っていることや不安なこと 

 
 
 
 
 
 
 
 

（注）個別聞き取り調査（複数回答） 
 

（２）家族への質問：地域での支えや支援の仕組みであったらいいと思うもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   （注）個別聞き取り調査（複数回答） 
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第２編 本市高齢者を取り巻く現状 

 
 

７ 高齢者の今後についての意向 

（１）一般高齢者の介護の意向 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

                 
（注）実態調査（無回答を除く） 

（２）要支援・要介護認定者の 

生活場所の意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）実態調査（無回答を除く） 

８ 在宅医療の意向 

（１）一般高齢者の意向         （２）要支援・要介護認定者の意向 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）実態調査（無回答を除く） 
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第３編 日常生活圏域 

 

 

第３編 日常生活圏域 

 

   日常生活圏域については、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、  

介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合

的に勘案し、各市町村の地域の実情に応じて、目指すべき地域包括ケアシステム

の深化・推進を図ることを念頭において定めることとされています。 

   本市では、総合計画の地理的条件、交通、都市機能の集積、土地利用状況、日

常生活上の交流範囲等の諸条件を踏まえた地域・地区割りを参考にするとともに、

高齢者人口や面積、地区民生委員・児童委員協議会の地区割り等を考慮して、日

常生活圏域を設定しています。 

   第９期計画では、17の日常生活圏域毎に設置した地域包括支援センターの機能

強化を図るとともに、地域密着型サービス事業所等の整備を行い、地域包括ケア

システムの構築に向けた体制を整え、各種取組を推進してきました。 

   また、各圏域においては、地域包括支援センターが中心となり、地域ケア会議

等を開催し、地域の現状や課題を把握するとともに、関係機関との情報共有や地

域ネットワークの構築等を行っています。 

高齢者人口がピークを迎える2040年頃を見据え、これまで各圏域で進めてきた

地域におけるネットワークの構築等の取組を、より一層深化させるため、第10期

計画においても17の日常生活圏域を設定し、各圏域の実情に応じた取組を進めま

す。 
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第４編 施策の体系 

 

 

第４編 施策の体系 

この計画では、高齢者保健福祉・介護保険・認知症施策を総合的に推進す

るため、計画がめざす基本的な目標を掲げるとともに、その実現のために重

点的に取り組むべき課題を設定します。 

 

第１章 基本的な目標 

１ 生きがいづくり・社会参画の促進 

・明るく活力に満ちた高齢期を過ごせるよう、生きがいづくりの推進や

高齢者の社会参画を促進します。 

 

２ 高齢者の安心・快適な暮らしの確保 

・在宅生活を支援する福祉サービスや災害・感染症対策を充実するとと

もに、安全で住みよい環境づくりを推進し、高齢者の安心・快適な暮

らしを確保します。 

 

 ３ 認知症施策・権利擁護の推進 

（認知症オレンジシティかごしま推進計画） 

・認知症の人やその家族を社会全体で支え、誰もが幸せに自分らしく生

きることができる地域社会を目指し、市民、事業者と一体となって認

知症施策や高齢者の権利擁護に取り組む「認知症オレンジシティかご

しま」を推進します。 

 

 ４ 介護予防・地域支援体制の充実 

・地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの深化・推進を図るため、

多様な主体による生活支援体制等を充実させるとともに、介護予防や

保健予防の一体的な実施を推進します。 

 

 ５ 介護サービスの充実 

・介護サービスの質的向上を図るとともに、介護給付の適正化などサー

ビス提供のための体制づくりを推進し、介護サービスを充実します。 

 

第２章 重点課題とそれに対する取組 

これら５つの目標を達成するために、13の重点課題を掲げ、第５編に示す

高齢者保健福祉・介護保険事業・認知症オレンジシティかごしま推進計画の

各施策に取り組みます。 
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第４編 施策の体系 

 

 

施策の体系図 

 

 《基本的な目標》 《重点課題》 《施策の方向》

第１章「生きがいづくり・
　　　　社会参画の促進」

１ 生きがいづくりの推進 （１）生きがい・仲間づくりの推進

２ 高齢者の社会参画の促進 （１）高齢者の多様な活動への支援

第２章「高齢者の安心・
　　　　快適な暮らしの確保」

１ 在宅福祉サービスの充実 （１）在宅生活を支援する福祉サービスの充実

２ 安全で住みよい環境づくりの推進 （１）高齢者のニーズに応じた住環境の整備

（２）高齢者が安心して暮らせるまちづくり

３ 災害・感染症対策の充実 （１）大規模災害や感染症などへの対策の充実

第３章「認知症施策・
　　　　権利擁護の推進」
　　　（認知症オレンジシティ
　　　　かごしま推進計画）

１ 認知症オレンジシティかごしまの推進 （１）認知症に関する理解の促進や情報提供

（２）認知症の人やその家族を支える支援体制・
　　　社会参加の機会の充実

（３）認知症バリアフリーの推進

２ 高齢者の権利擁護の推進
（１）認知症の人の意思決定支援・
　　　成年後見制度の利用促進

（２）高齢者虐待防止対策の推進

第４章「介護予防・
　　　　地域支援体制の充実」

１ 介護予防・健康づくりの推進 （１）介護予防の充実

（２）健康づくりの推進

（３）保健予防の充実

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 （１）高齢者を地域全体で支えるための体制整備

（２）在宅医療・介護の連携推進

（３）地域包括支援センターの機能強化

（４）地域づくりの支援

３ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 （１）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進

第５章「介護サービスの充実」
１ 介護保険対象サービスの提供 （１）在宅サービスの提供

（２）広報・相談体制の充実

（２）施設サービスの提供

（３）地域密着型サービスの提供

２ 介護サービスの質的向上 （１）介護サービス基盤の整備の促進

（２）介護人材確保・介護現場生産性向上の促進

３ サービス提供のための体制づくり （１）介護給付の適正化の推進
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第５編 施策の展開 

第１章 生きがいづくり・社会参画の促進 

１ 生きがいづくりの推進 

（１）生きがい・仲間づくりの推進 

高齢者が生きがいを持って、明るく活力に満ちた高齢期を過ごすため、外出

の促進や高齢者同士のふれあい、世代間交流を図るための各種事業を実施し、

高齢者の生きがい・仲間づくりを推進します。 
 

２ 高齢者の社会参画の促進 

（１）高齢者の多様な活動への支援 

高齢期においても、希望に応じて、多様な活躍の機会が得られる環境を構築

するために、高齢者によるボランティア活動や生涯学習・スポーツ活動を推進

するなど、社会参画を支援するとともに、高齢者が長年培ってきた豊富な知識

や経験を生かすことができるよう、生活・就労支援センターかごしまを活用し、

シルバー人材センターとも連携して、就業機会の確保を図ります。 

 

第２章 高齢者の安心・快適な暮らしの確保 

１ 在宅福祉サービスの充実 

（１）在宅生活を支援する福祉サービスの充実 

在宅での介護を必要とする高齢者やその家族介護者、ひとり暮らし高齢者等

の保健衛生、福祉の向上、日常生活を支えるサービスの充実を図るとともに、

経済的負担の軽減及び介護による離職の防止に取り組み、高齢者が安心・快適

に暮らせるよう、各種福祉サービスの充実を図ります。 
 

 ２ 安全で住みよい環境づくりの推進 

（１）高齢者のニーズに応じた住環境の整備 

個人の既存住宅のバリアフリー化を支援するとともに、高齢者に対する賃貸

住宅の供給促進に向けて、高齢者及び住宅の賃貸人双方に対する情報提供によ

る民間賃貸住宅への円滑な入居を促進し、安心して暮らすことができる居住の

確保を図ります。 

また、市営住宅においてもバリアフリー化を基本とした整備を進めるほか、

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅に対して、集団指導を実施す

るなど、指導の充実を図るとともに、介護サービス相談員を派遣するなど、サ

ービスの質の確保に努めます。 
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（２）高齢者が安心して暮らせるまちづくり 

高齢者が生活しやすいまちづくりを推進するため、建築物、道路等のバリア

フリー化による安全性・利便性の向上や、高齢者への身体的負担の少ない交通

環境づくりに努めます。 

また、高齢者の特性等を踏まえた交通安全対策を推進するほか、消費者ト

ラブルに関する相談対応や消費者啓発を行うとともに、関係機関と連

携し、消費者被害の救済と未然防止を図ります。 

 

３ 災害・感染症対策の充実 

（１）大規模災害や感染症などへの対策の充実 

本市の「地域防災計画」・「新型インフルエンザ等対策行動計画」や、介護

事業所等が作成する「非常災害対策計画」・「業務継続計画」等に基づき、災

害時における自力避難が困難な高齢者の安全確保を図るとともに、介護事業所

等での災害や感染症の対策に必要な物資の備蓄、設備等の整備を促進します。 

また、介護事業所等における避難確保計画に係る実効性を高めるための運用

支援を行うとともに、訓練等の実施や、必要な物資の備蓄状況を定期的に確認

するなど、関係機関等とも連携した取組を進めます。 

 

第３章 認知症施策・権利擁護の推進 

（認知症オレンジシティかごしま推進計画） 

策定の趣旨 

国の推計では、令和22（2040）年には65歳以上の3.3人に１人が認知症または軽

度認知障害（MCI）になると見込まれており、本市においても認知症高齢者は増加

傾向にあるなど、今や誰もが認知症になり得る状況となっています。 

国の認知症施策推進基本計画では、認知症になったら何もできなくなるのでは

なく、認知症になってからも一人ひとりが希望を持って自分らしく暮らし続ける

ことができるという「新しい認知症観」に立ち、認知症の人が自らの意思に基づ

き社会生活を営むことができる共生社会の実現が求められています。 

このような中、本市においては、令和７年９月に「認知症オレンジシティかご

しま」を宣言し、認知症の人やその家族を社会全体で支え、誰もが幸せに自分ら

しく生きることができる地域社会を目指しているところです。 

これらの背景を踏まえ、本市の実情に応じた認知症施策を総合的かつ計画的に

推進するため、認知症オレンジシティかごしま推進計画を策定します。 

 

第３章については、今回新たに 
策定する「認知症オレンジシティ 
かごしま推進計画」のため、 
第９期計画からの変更を示す 
下線の記載はありません。 
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１ 認知症オレンジシティかごしまの推進 

（１）認知症に関する理解の促進や情報提供 

幅広い世代において認知症に関する理解の促進を図るため、学校や企業等と

連携しながら普及啓発及び学習機会の充実に取り組みます。 

また、認知症の進行に応じた支援内容や認知症の予防、早期発見・早期対応

につながる情報を分かりやすく提供し、相談窓口やサービスの周知を適切に行

います。 

 

（２）認知症の人やその家族を支える支援体制・社会参加の機会の充実 

地域包括支援センターに配置する認知症地域支援推進員を中心に、地域にお

ける支援体制の充実と早期発見や早期対応に向けた取組の推進を図るほか、健

康づくりや生きがいづくり等による認知症予防を進めます。 

また、本人やその家族の地域における交流や社会活動への参画支援のほか、

企業との連携による見守りネットワークの構築や地域包括支援センターと県若

年性認知症支援コーディネーターとの連携による対象者への支援の実施など、

認知症になっても安心して暮らせる地域づくりを推進します。 

 

（３）認知症バリアフリーの推進 

公共交通や生活環境の整備などのハード面と、地域の支援体制などのソフト

面の両面から「認知症バリアフリー」を推進し、認知症の人が地域で安心して

自分らしく暮らし続けることができる環境の整備を図ります。 

 

２ 高齢者の権利擁護の推進 

（１）認知症の人の意思決定支援・成年後見制度の利用促進 

認知症などにより判断能力の低下が見られる場合でも、自らの意思によって

日常生活及び社会生活を営むことができるように、本人やその家族の思いや希

望を聞き取る機会を充実させるとともに、関係機関と連携し日常生活の自立支

援や成年後見制度の利用を促進するなど、認知症の人への意思決定の適切な支

援と権利擁護を図ります。 

また、成年後見制度の利用促進に当たっては、民法改正に伴う制度見直しの

動向を注視しながら必要な対応を取るとともに、県弁護士会など専門職団体や

民間・地域関係団体などで構成する「成年後見制度推進協議会」において、適

切な後見人等の選任や市民後見人の育成、不正防止の徹底など、具体的な取組

内容等について協議するほか、同協議会のネットワークを活用して、支援が必

要な人を適切に制度の利用に繋げます。 

 

- 13 -



第５編 施策の展開 
 

 

 

（２）高齢者虐待防止対策の推進 

警察など関係機関で構築されたネットワークを活用し、高齢者虐待の防止や

早期発見、虐待を受けた高齢者や養護者に対する支援を行うとともに、発生し

た虐待の要因等を分析し、再発防止に取り組むほか、介護事業所等に対し、虐

待の発生又はその再発を防止するため、養介護施設従事者等への研修実施を求

めるなど、県と連携して、高齢者虐待防止対策を推進します。 

 

第４章 介護予防・地域支援体制の充実 

１ 介護予防・健康づくりの推進 

（１）介護予防の充実 

介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、フレイル予防や介護予防のため

の多様なサービス提供のみならず、活動的で生きがいを持てる生活を営むこと

ができるよう通いの場への参加を促す等、高齢者本人を取り巻く環境へのアプ

ローチを含めた介護予防の充実を図ります。 

 

（２）健康づくりの推進 

鹿児島市健康増進計画（「かごしま市民すこやかプラン」）やかごしま市食

育推進計画に基づく様々な取組により、関係機関等と連携して、市民一人ひと

りが主体的な健康づくりや生活習慣の改善に取り組めるよう支援します。 

 

（３）保健予防の充実 

健康寿命の延伸及び生活の質の向上を図るため、長寿健康診査等の受診勧奨

や生活習慣病の発症及び重症化の予防のための支援を行うとともに、定期予防

接種の実施などにより感染症の発生及びまん延の防止を図ります。 

また、こころの病への相談支援、難病患者等への地域における療養について

の施策を推進します。 

 

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

（１）高齢者を地域全体で支えるための体制整備 

高齢者が、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を人生の最期まで続けることができるよう、地域の実情に応じて、医療、介護、

介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確保される地域包括ケアシス

テムの深化・推進を図り、高齢者を地域全体で支えるための各種取組を推進し

ます。 
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（２）在宅医療・介護の連携推進 

医療と介護の両方のサービスを必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、切れ目のない

在宅医療・介護の提供体制を構築するため、県とも連携しながら、医療機関と

介護事業所等の関係者との協働・連携をさらに推進します。 

 

（３）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るための

中核機関であり、地域共生社会の実現に向けて、その役割はさらに重要なもの

となってきていることから、圏域内の高齢者人口に応じた適切な職員配置やデ

ジタル技術を活用した業務効率化等により、同センターが相談支援や介護予防

ケアマネジメント、虐待防止、権利擁護等の機能を最大限発揮するとともに、

他分野との連携促進を図る体制整備と環境づくりを進めます。 

 

（４）地域づくりの支援 

高齢者が地域で孤立せずに安心して暮らせるよう、地域による福祉活動を推

進するため、「鹿児島市地域福祉計画」や「鹿児島市コミュニティビジョン」

等を基本に、地域コミュニティ組織間の連携の支援や地域福祉ネットワークの

推進に努めるとともに、地域住民が共に助け合い、支え合う地域づくりを支援

します。 

 

３ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

（１）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

 人生100年時代を見据え、健康寿命の延伸を図るため、医療、介護、健康診査

等のデータ分析により地域及び高齢者の健康課題を把握するとともに、高齢者へ

の個別的支援や通いの場等への積極的な関与を行い、保健事業の質の向上を図り

ながら、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を推進します。 

 

第５章 介護サービスの充実 

１ 介護保険対象サービスの提供 

（１）在宅サービスの提供 

在宅サービスについては、今後とも適正なサービス利用量を見込み、事業者

に情報を提供するほか、地域における介護サービス需要の状況やサービス提供

の実情に係る課題を把握し、必要なサービス量が確保されるよう努めます。 
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（２）施設サービスの提供 

施設サービスについては、今後とも利用実績や入所待機者の状況、介護保険

料への影響などを考慮しながら、必要数を確保します。 

 

（３）地域密着型サービスの提供 

地域密着型サービスについては、今後とも適正なサービス利用量を見込み、

事業者に情報を提供するほか、地域における介護サービス需要の状況やサービ

ス提供の実情に係る課題を把握し、必要なサービス量が確保されるよう努める

とともに、日常生活圏域において可能な限り均一にサービスが提供できるよう

整備を促進します。 

 

２ 介護サービスの質的向上 

（１）介護サービス基盤の整備の促進 

在宅サービスについては、必要なサービス提供体制が確保されるよう、介護

サービス需要の状況やサービス提供体制の実情に係る課題の把握に努めます。 

施設サービス・地域密着型サービスについては、これまでの利用実績や入所

待機者の状況、介護保険料への影響、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者

向け住宅の設置状況を考慮し、老朽化した施設の建て替えや修繕を含む必要な

整備を推進するとともに、施設入所者の生活環境の向上を図るため、利用者の

ニーズを考慮しながら介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等のユニット

化などを促進します。 

 

（２）介護人材確保・介護現場生産性向上の促進 

介護人材確保のため、新規就労につながる取組や職場環境改善に向けた取組

の実施、介護職場の魅力発信など、就労促進や早期離職の防止に努めるととも

に、介護支援専門員や介護職員などを対象とした研修・講習会を開催するなど、

県と連携して、介護に携わる人材の育成を図ります。 

また、オンライン申請システムの活用や、職場環境等の改善に向けた研修や

改善事例の共有、介護ロボットやＩＣＴの活用事例の周知など、県と連携して、

介護現場の生産性向上を促進する取組を推進します。 

 

３ サービス提供のための体制づくり 

（１）介護給付の適正化の推進 

ケアプラン作成技術の向上等を図るため、介護給付調査指導員による指導や、

専門職によるケアプランの点検を行います。また、住宅改修給付の適正化を図
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るため、住宅改修調査員による調査等を行います。 

このほか、介護サービス事業者を対象とした講演会を開催するなど、介護給

付の適正化を図ります。 

 

（２）広報・相談体制の充実 

高齢者が必要に応じて適切なサービスを受けられるよう、介護サービスをは

じめ、高齢者保健福祉の各種サービスの情報提供を行うとともに、苦情・相談

に適切に対応できる相談体制の充実を図ります。 
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第６編 サービスの見込量及び目標量 
 

※見込量及び目標量については、次の基本的な考え方に沿って、今後設定

します。 

 

 １ 介護保険サービスの見込量算定における基本的な考え方 
 （１）居宅サービス及び介護予防サービスの見込量（特定施設入居者生活介護を除く。） 

    要介護者に対する居宅サービス及び要支援者に対する介護予防サービ

スについては、要支援・要介護認定者数の推計や、令和８年度の利用実

績を基礎として、必要な要素を総合的に勘案し、各年度におけるサービ

スの種類ごとの見込量を算定します。 

 

 （２）施設・居住系サービスの見込量 

    施設・居住系サービスについては、これまでの施設整備や入所待機者

の状況、2040年を見据えた中長期的な利用見込みなどを考慮して、各年

度におけるサービスの種類ごとの見込量を算定します。 

 

 （３）地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスの見込量 

（認知症対応型共同生活介護・地域密着型特定施設入居者生活介護・

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。） 

    要介護者に対する地域密着型サービス及び要支援者に対する介護予防

地域密着型サービスについては、要支援・要介護認定者数の推計や、令

和８年度の利用実績を基礎として、必要な要素を総合的に勘案し、各年

度におけるサービスの種類ごとの見込量を算定します。 

 

 ２ 地域支援事業の見込量算定における基本的な考え方 
    地域支援事業については、これまでの利用実績を基礎として、必要な

要素を総合的に勘案し、見込量を算定します。 

 

 ３ 保険給付費及び地域支援事業費の見込み算定における基本的な考え方 
 （１）保険給付費の見込み 

    保険給付費については、介護保険料の算定基礎になるため、令和９年

度から令和11年度までの３年間の事業費を見込みます。 

    保険給付費は、各サービスの見込量に、令和８年度実績から算出され

る要介護認定区分ごとの平均給付額を乗じるとともに介護報酬改定の影

響等を踏まえて算定します。 
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 （２）地域支援事業費の見込み 

    地域支援事業費については、介護保険料の算定基礎になるため、令和

９年度から令和11年度までの３年間の事業費を見込みます。 

    地域支援事業費は、これまでの利用実績を基礎として、各事業におい

て考慮すべき事項や上限枠を踏まえて算定します。 

 

 （３）市町村特別給付等 

    市町村特別給付等には「市町村特別給付」と「保健福祉事業」があり

ます。 

    市町村特別給付は法律で定められた保険給付（介護給付・予防給付）

の他に、条例で定めることにより、要介護状態の軽減や悪化の防止、要

介護状態となることの予防に向けた独自の保険給付を行うことができる

もので、保健福祉事業は、地域支援事業の他に、条例で定めることによ

り、要介護被保険者を現に介護する者の支援のために必要な事業、被保

険者が要介護状態等となることを予防するために必要な事業等を実施で

きるものです。 

    本市では、市町村特別給付等を実施した場合、その財源が全て第１号

被保険者保険料となることを考慮し、それらの事業については、一般会

計の事業や地域支援事業において実施することとします。 

 

 （４）区分支給限度基準額の引き上げ 

    市町村は、条例で定めることにより、介護度ごとに設けられている１

か月あたりの介護保険サービスの利用上限額（区分支給限度基準額）を

国が定める標準より高く設定できることとなっています。 

    本市では、区分支給限度基準額の引き上げを実施した場合、引き上げ

分の財源が全て第１号被保険者の保険料となることや、区分支給限度基

準額に対する利用の割合が平均61％程度（令和７年度実績）であること

を考慮して、実施しないこととします。 

 

 ４ 保健サービスの目標量設定における基本的な考え方 

    保健サービスについては、令和８年度の見込量等から令和11年度にお

ける各事業の目標量を設定します。 

 

 ５ 老人福祉施設の目標量設定における基本的な考え方 

    老人福祉施設については、令和８年度の見込量等から令和11年度にお

ける各施設の目標量を設定します。 
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